










　民法 818 条 3 項は，А親権は，父母の婚姻中は，父母が共同して行う。Бと
規定する。これは，父母の共同の意思で決定することをいうとされている
が，親権者である父母の意見が対立した場合の調整方法が民法には明確に定
められていない(1)。実際には，民法 819 条 5 項を類推適用したり，夫婦の協











石 綿　は る 美
(1) もっとも，久保野恵美子А親権（1）Б大村敦志他編著㈶比較家族法研究㈵（商
事法務，2012 年）240 頁注 7は，民法 825 条はА未成年者の法律行為の代理ま
たはそれに対する同意について，共同親権者の対立に対応しうる規定となって
いるБと指摘する。
































人ある場合の権限の行使についてБ法学 83 巻 4 号（2019 年）513 頁）。
子に関する決定に対する親権者の関与のあり方
(373)









































　未成年の子（18 歳未満の子。民法典 388 条 1 項）は，成年に達するまである




А注釈・フランス家族法（15)・(16・完）Б法と政治 65 巻 4 号 1347 頁以下，66




(7) Bonnet, Droit de la famille, 7
л






が帰属する（民法典 356 条 1 項，358 条）。他方，養子と実方との関係が維持
される単純養子縁組においても，親権は養親にのみ帰属する（民法典 365 条 1
子に関する決定に対する親権者の関与のあり方
(375)
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うのは，親権の取上げ（retrait）(10)があった場合のみである(11)。
　親権は，А子の利益を目的とする権利及び義務の総体であるБとされてお
り（民法典 371┡1 条 1 項），その具体的な内容は，日本法と同様に，身上監護




することであり，直系尊属との関係（民法典 371┡4 条 1 項）や他の第三者との




が帰属するが，原則として配偶者が単独で親権を行使する（民法 365 条 1 項）。
(10) 詳細は，久保野・前掲注 1）398 頁以下，栗林・前掲注 6）196 頁参照。
(11) Bonnet, supra note 7, n.249, p.159, Malaurie et Fulchiron, Droit de la
famille, 6
л









（民法典 373┡4 条 1 項）。親権の委譲については，久保野・前掲注 1）397 頁以
下，栗林・前掲注 6）195 頁以下。
(12) 以下，より詳細には，前掲注 6）掲載の日本語文献及びBonnet, supra note
7, n.226, p.147, Malaurie et Fulchiron, supra note 11, n.1558 et s▆, pp.



















は一人であった。1987 年 7 月 22 日の法律（以下，А1987 年の法律Б）により，
離婚後の父母の親権の共同行使が導入され(15)，1993 年 1 月 8 日の法律（以
下，А1993 年の法律Б）により，離婚後の親権の共同行使が原則となった(16)。
そして，2002 年 3 月 4 日の法律(17)（以下，А2002 年の法律Б）により，両親
の婚姻の有無，両親の同居の有無にかかわらず，両親は共同して子に対して
親権を行使することとなった（フランス民法典 372 条 1 項）(18)。
(13) Fenouillet, Droir de la famille, 4
л
ed, Dalloz, 2019, n.619, p.539.
(14) 栗林佳代㈶子の利益のための面会交流㈵（法律文化社，2011 年）107 頁。
(15) 1987 年の法律後の実務については，田中通裕А1993 年のフランス親権法改正Б
法と政治 47 巻 1 号（1996 年）198 頁。
(16) 1993 年の法律については，田中・前掲注 15）195 頁。
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条 2 項）。また，子の居所について定める必要があるが，2002 年の法律によ
り，交替居所(21)の制度が認められ，子は両親それぞれの居所に一定期間ず
つ交互に住むことも可能である（民法典 373┡2┡9 条 1 項）。子の居所が一方の
親の居所に定められる場合は，裁判所は非同居親の訪問権の態様を定める
（民法 373┡2┡9 条 3 項）(22)。さらに，子への親権行使へ影響を与える転居につ






おける別居後の親権の共同行使Б戸籍時報 758 号（2017 年）10 頁以下，田
中・前掲注 6）（15）1361 頁以下，田中通裕Аフランスの親権法Б民商法雑誌
136 巻 4＝5 号（2007 年）469 頁以下。
(19) 離婚と同じ原因に基づき判決により言い渡されあるいは認証され（民法典 296
条），同居義務の終了が主たる効果である。
(20) Fenouillet, supra note 13, n.619, p.539.
(21) 栗林・前掲注 6）188 頁以下。



















の規則に影響を及ぼさない（民法典 373┡2 条 1 項）。しかしながら，両親の共
同生活の解消後の，親権の共同行使による機能不全の危険性も認識されてい
る。そこで，子の利益のために必要な場合には，家事事件裁判官は，親権の






(23) Malaurie et Fulchiron, supra note 11, n.1605, p.739.
子に関する決定に対する親権者の関与のあり方
(379)




となる（民法典 373┡2┡7 条 1 項）(26)。裁判官は，約定が子の利益に反する場
合，又は両親の同意が自由に行われなかった場合には，両親の約定を認可し










(24) 以上，Bonnet, supra note 7, n.257, p.162, Malaurie et Fulchiron, supra
note 11, n.1616, p.745，フルシロン・前掲注 18）12 頁，田中・前掲注 6）
（15）1363 頁など。
(25) 久保野・前掲注 1）246 頁。
(26) Malaurie et Fulchiron, supra note 11, n.1612, p.742.







note 7, n.269, p.168）。






















(28) Bonnet, supra note 7, n.259, p.163, Terr
л
e, Goldie┡Genicon et Fenouillet,
La famille, 9
л
ed, Dalloz, 2018, n.975, p.1063.







LGDJ, 2019, n.631, p.271, Bonnet, supra note 7, n.260, p.163.
(30) Terr
л
e, Goldie┡Genicon et Fenouillet, supra note 28, n.977, p.1067.
(31) Bonnet, supra note 7, n.260, p.163.
子に関する決定に対する親権者の関与のあり方
(381)



















(32) Fenouillet, supra note 13, n.607, p.532.
(33) Batteur, supra note 29, n.604, p.260.
(34) Batteur, supra note 29, n.604, p.260, Terr
л
e, Goldie┡Genicon et Fenouillet,
supra note 28, n. 977, p.1067.
(35) Terr
л




(37) Bonnet, supra note 7, n.260, p.164























(39) CA Versailles, 11 sept. 2003 no02┡3372, AJ famille 2003 p.383.
(40) CA Orl
л
eans, 14 mars 2011, RTD civ. 2012, p.91.
(41) Bonnet, supra note 7, n.260, p.164, Malaurie et Fulchiron, supra note 11,
n.1602, p.736.
(42) フルシロン・前掲注 18）16 頁。
(43) 例えば，プロザックという抗うつ剤の投与は，日常的行為ではなく，両親の同
意が必要であるとされている（CE, 7 mai 2014, no359076）。
子に関する決定に対する親権者の関与のあり方
(383)






















(44) 以上の制度の詳細については，栗林・前掲注 6）186 頁，田中・前掲注 6）
（15）1367 頁以下。
(45) 田中・前掲注 18）478 頁注 19。
(46) CA Douai, 28 ao
━



















373┡2┡1 条 1 項，Ⅱ.2.⑵参照），また，訪問権・宿泊権についても重大な事由
がない限り制限されない（民法典 373┡2┡1 条 2 項）。そのため，同意を得ずに
行われた単独での決定が，子の利益に反する場合に限定されるとも考えられ
る。
(47) Bonnet, supra note 7, n.260, p.164, Fenouillet, supra note 13, n.607, p.
532.
(48) CA Paris 29 sept. 2000, D. 2001, p.1585.
(49) Bonnet, supra note 7, n.260, p.164.
子に関する決定に対する親権者の関与のあり方
(385)






















(50) Bonnet, supra note 7, n.260, p.164, Fenouillet, supra note 13, n.607, p.
532
(51) 前掲注 48 判決。
(52) Cass. 1 re civ. 27 f
л
ev. 2007, no06┡14273, Bull. civ. 2007, 1, no78, Dr.
























（同 348 条），未成年者解放の申立権（同 413┡2 条，477 条）を有する。
(53) Bonnet, supra note 7, n.263, p.166, Malaurie et Fulchiron, supra note 11,
n.1618 et s▆, pp.747 et s.
子に関する決定に対する親権者の関与のあり方
(387)
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　第二に，父母の各々は，子との身上の関係を維持し，他の親と子との関係
を尊重しなければいけないとされている（民法典 373┡2 条 2 項）。そのため，
親権を行使しない親は，訪問権及び宿泊権を有し（373┡2┡1 条 2 項），これら
の権利は，重大な事由がない限り制限されない(54)。なお，面会交流は，一
定の場合には，面会交流センターにおいて行うことも可能である（民法典
373┡2┡1 条 3 項）(55)。
　第三に，親権を行使しない親は，А子の養育及び教育を監督する権利及び
義務Бを保持し，子の生活に関する重大な選択については通知を受ける権利










ている（Bonnet, supra note 7, n.264, p.166, Malaurie et Fulchiron, supra
note 11, n.1618, p.748）。
(55) 色川豪一Аフランスにおける面会交流援助Б棚村政行ほか㈶親子の面会交流を
実現するための制度等に関する調査研究報告書㈵（2011 年）276 頁（http://w
ww.moj.go.jp/content/000076561.pdf（最終閲覧：2020 年 9 月 28 日）），栗
林佳代А立法紹介Б日仏法学 28 号（2015 年）174 頁。
(56) Bonnet, supra note 7, n.265, p.166, Fenouillet, supra note 13, n.613, p.
535, Malaurie et Fulchiron, supra note 11, n.1620, p.750. 田中通裕㈶親権
法の歴史と課題㈵（信山社，1993 年）138 頁以下。
(57) Fenouillet, supra note 13, n.613, p.535.



























e, Goldie┡Genicon et Fenouillet, supra note 28, n.981, p.1078.
(61) Malaurie et Fulchiron, supra note 11, n.1604, p.738.
(62) Terr
л
e, Goldie┡Genicon et Fenouillet, supra note 28, n.981, p.1078.
(63) Malaurie et Fulchiron, supra note 11, n.1620, p.750, Terr
л
e, Goldie┡Geni-
con et Fenouillet, supra note 28, n.981, p.1078.


























(65) Bonnet, supra note 7, n.265, p.167, Fenouillet, supra note 13, n.612, p.
535, Malaurie et Fulchiron, supra note 11, n.1620, p.750, Terr
л
e, Goldie┡
Genicon et Fenouillet, supra note 28, n.981, p.1078.
(66) 2015 年 10 月 15 日のオルドナンスによる改正については，齋藤哲志А立法紹
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態についてはさらなる検討が必要であろう。
　このように，さらに検討すべき課題は多いが，日本において，どのような
制度設計・運用をしていくかを検討する際に，子の決定に関して両親が関与
する範囲を広くする制度モデルとして，フランスの制度は一つの参考になり
得るだろう。
(392)
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